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○ ● ○ ○

●

○

○

○

●

14,091

2,755

80,000

79,354

0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

平成17年の食育基本法の制定や平成23年3月に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発事故の放射能漏れ事故、また食品をめ
ぐる様々な問題により学校給食で使用する食材の安全性に関心が高まっている。さらに、食物アレルギーを持つ児童が年々増加してお
り、除去食、代替食による対応が増えている。

昭和49年に学校給食センターを設立し、単独校方式から共同調理場方式へと変更した。

小中幼の児童生徒及び職員
学校給食

望ましい食習慣を身に付けることにより、健康で元気に学校生活を送る。

意
図

＜この事務事業によって、対象をどのように変えるのか＞

実施計画（Ｈ25～Ｈ27）への記載 実施計画（Ｈ26～Ｈ28）における区分

◆この事務事業開始のきっかけとこれまでの事務事業見直しの経緯

③

給食対象者数
＜この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など＞

対
象

◆県内他市の実施状況 ◆把握している内容又は把握していない理由の記入欄

➡把握している

把握していない

県内市町の共同調理場の概要

学校給食に使用される食材の産地明記、放射性物質検査、放射能汚染食材の使用禁止

3.00 3.00

3.60 2.52

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

＜平成24年度の活動及び見直し内容＞

＜平成25年度の主な活動内容＞

見直し無
学校給食(小中幼)の調理・洗浄業務

200

➡

(2)地方債

(3)その他(使用料・手数料等)

31 31

(千円)

(千円)

(千円)

(4)一般財源

4,400

(1)需用費

(2)委託料

(3)工事請負費

4,4004,400

83,853 80,762 81,408 81,408

予算(決算)額((1)～(4)の合計）

(千円)

(千円)

(1)国・県支出金

4,400

64,505 63,214 63,214

0

31

4,399

2,540

1 1

(4)負担金補助及び交付金

14,000

実績

80,000

0

財
源
内
訳

28年度

(時間)

学校給食(小中幼)の調理･洗浄業務

②

活
動
指
標

➡
対
象
指
標

支
出
内
訳

(5)その他

Ａ．予算(決算)額((1)～(5)の合計）

(千円)

1,408

計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,388 1,408(千円)

①事務事業に携わる正規職員数

事務事業に係る総費用（A＋B）

4,336

(千円) 15,389

2,755

82,465

320 320

1,408

1 1

（円＠時間)

②事務事業の年間所要時間 320

(千円)

(千円)

1

80,000

(千円)

(千円)

(千円)

0

80,000

320 320 320

80,00080,000

1,408

81,408

1,408

1

81,408

➡

手
段

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

安心安全で栄養バランスのとれたおいしい給食を提供する。

＜平成24年度における事業見直しの有無＞

0 00 0 0 0

80,000

0 0

0 0 0

0 0

0 0

14,000

31

63,214

0

31

2,755

63,214

0

31

2,755

① 2.50 2.50

2,018

0

②

③

82,465 79,354 80,000

80,000

80,000

82,465 80,000

80,000

79,354

200

2.002.00

200

203
200 200

3,700 3,700

734,000

人
3,800

734,000 734,000 734,000 734,000

3,800
①

③

②

学校給食の実施日数

730,296

748,000

3,700

①

食
734,242

10．教育費

５．給食センター費

健やかな体を育む教育の推進

(人)

201
日

１　明日を担う人づくり

項

款

１．学校教育の充実５．ソフト事業

611003政策体系上の位置付け部･課･係名等

部 名 等 （教育機関）

政 策 名課 名 等 学校給食センター

係 名 等

一般会計政 策 の 柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２

25 （平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）

コード１ 09040100事 業 コ ー ド 61130004

平成 年度

事 務 事 業 名 学校給食運営事業

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営費

当面継続 業務分類 給食係

なし

上段・計画：下段・実績 計画

目

基 本 事 業 名

施 策 名 １．教育総務費

橘　美世一 区 分

H28

◆事業概要（どのような事業か）

学校給食(小･中･幼)の調理及び食器等の洗浄業務

実施計画書に記載しない 記 入 者 氏 名

４．市直営

H26

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金

無

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

14,000 14,000

63,214

0

電 話 番 号

（参考）人件費単価

0765-24-2720

成
果
指
標

3,700

残食率

200

％

3,695 3,812

給食数

28年度

学校給食法で義務付けされているため

協働可能だが未実施

協働になじまない

◆市民と行政の協働状況

26年度 27年度

◆実施計画への記載予定事業内容

単
位 23年度 24年度 25年度H27

費　目

➡

◆選択した協働状況の内容又は理由の記入欄

協働している
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魚津市事務事業評価表 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● ⑴　評価結果の総括

○

○

●

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

○ ○ 終了 休止

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 目的見直し

事務事業のやり方改善

成果向上の余地あり

適切

○

① 目的妥当性 ● ○

適切 ●② 有効性

１． 基本事業との直結度（事務事業の意図が基本事業の意図にどのくらい直結しているか、その理由も記載）

平成 25

【目的妥当性の評価】

（平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）年度

児童生徒への食育授業で食生活や栄養バランスの大切さの啓発を行ったり、献立や調理方
法の工夫で残食率を現状より引き下げることは可能である。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明、できない理由も説明）※成果指標の計画と実績との比較に基づき記入

自治事務

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入

なし
説
明

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

説
明

安心安全で栄養バランスの取れたおいしい給食の提供により、正しい食習慣を身につけるとともに、児童生徒の元
気な学校生活に寄与することが見込まれる。

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

○

⑵　今後の事務事業の方向性

説
明

中位

○

廃止

成果実績

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合その理由と内容を説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

他に連携できる事務事業が見当たらない。

あり

コスト削減の余地あり

コストと成果の方向性

○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

年度

○

④ 公平性 ○

○

● 適切

●

説
明

現在、調理・洗浄業務を必要最少人数で行っており、削減すれば事業遂行に支障をきたす。

なし
説
明

事業費の大部分は運営業務に関する委託料であり、すでに見積内容が十分精査されていることから事業費削減の余地は
ない。

説
明

平成24年度において給食費を改定しており、その結果他市町の平均値になっている。

なし

平均

９．受益者負担の適正化の余地（県内他市と比較し、適正な水準か）

説
明

給食費は給食を食べている児童生徒及び教師等から実費相当額を徴収しているため、十分適正化が図られている。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

適切

コストの方向性

★一次評価（課長総括評価）

中･長期的
（～５年間）

実
施
予
定
時
期

成果の方向性

向上

維持

平成26年度

学校での給食時の見学や栄養教諭による食育指導を継続的に行う。また、給食献立や調理方
法の工夫でより一層の残食率引き下げに取り組む。

食物アレルギーの児童生徒が年々増加の傾向にあるため、その対応策を学校と連携して検討
する。

安心安全でおいしい学校給食を提供するため、異物混入の防止に努めるとともに、残食を減らすよう学校と連携して取り組む必要
がある。

不要

二次評価の要否

学校給食法(昭和29年法律第160号)第4条、第5条 事務の区分

★二次評価　（ 経営戦略会議 ・ 部会 ）

【公平性の評価】
８．受益機会の適正化の余地（受益の機会が偏っていて不公平でないか）

なし
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○ ○ ○ ●

○

●

○

○

●

26年度 27年度

◆実施計画への記載予定事業内容

単
位 23年度 24年度 25年度

➡

◆選択した協働状況の内容又は理由の記入欄

協働している 施設の維持管理業務は設置者が行うものである。

協働可能だが未実施

協働になじまない

◆市民と行政の協働状況

28年度

成
果
指
標

277

施設･設備不備による給食提供遅延回数

277

回

277 277

調理員数

無

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

5,385 5,385

2,915

0

電 話 番 号

（参考）人件費単価

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 0765-24-2720

H27

H28

◆事業概要（どのような事業か）

魚津市立の小学校、中学校、幼稚園に学校給食を提供するため、給食施設及び厨房設備等の維持管理業務を行う。

実施計画書に記載しない 記 入 者 氏 名

４．市直営

H26

給食係

なし

上段・計画：下段・実績 計画

目

基 本 事 業 名

施 策 名 １．教育総務費

橘　美世一 区 分

事 務 事 業 名 学校給食施設維持管理事業

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営費

当面継続 業務分類

25 （平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）

コード１ 09040100事 業 コ ー ド 61130004

平成 年度

予算科目 コード３ 001100105コード２

一般会計政 策 の 柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

１．施設管理

611003政策体系上の位置付け部･課･係名等

部 名 等 （教育機関）

政 策 名課 名 等 学校給食センター

係 名 等

１　明日を担う人づくり

項

款

１．学校教育の充実

10．教育費

５．給食センター費

健やかな体を育む教育の推進

(人)

修繕箇所数

277

30 30

27

箇所

277

①

人
25

30

①

③

② 箇所

設備等の点検箇所数

30

25

26

277 277

26

個
277

26 26 26 26

277

277

277
277 277

30 30

277

00

7,074 9,812 9,000

9,000

9,000

7,074 9,000

9,000

9,812

0

700

① 0 0

716

0

②

③

0

700

2,915

0

5,385

0

2,915

0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

9,000

00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

給食施設・設備を衛生的で常に使用可能な状態に保つ。
調理員が支障なく調理・洗浄業務が実施できる。

＜平成24年度における事業見直しの有無＞

5,720

14,720

5,675

1

14,720

9,000

1,300 1,300 1,300

9,0009,000

(千円)

(千円)

(千円)

0

1,300

(千円)

(千円)

1

9,000

700

7,074

1,180 1,290

5,720

1 1

（円＠時間) 4,336

(千円) 3,657

①事務事業に携わる正規職員数

事務事業に係る総費用（A＋B）

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,116 5,720(千円)

(千円)

5,720

計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(時間)

給食施設・設備の点検・修繕
公共下水道への繋ぎ込み

②

活
動
指
標

➡
対
象
指
標

支
出
内
訳

(5)その他

Ａ．予算(決算)額((1)～(5)の合計）

②事務事業の年間所要時間

5,385

実績

9,000

0

28年度

0

4,400

2,912 2,915 2,915

0

0

4,399

505

1 1

4,400

(1)需用費

(2)委託料

(3)工事請負費

4,4004,400

12,190 15,487 14,720 14,720

(2)地方債

(3)その他(使用料・手数料等)

0 0

(千円)

(千円)

(千円)

(4)一般財源

＜平成24年度の活動及び見直し内容＞

＜平成25年度の主な活動内容＞

見直し無
給食施設・設備の点検・修繕

277

➡ 33

なし

0 0

0 0

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

◆県内他市の実施状況 ◆把握している内容又は把握していない理由の記入欄

➡把握している

把握していない

給食数等により各自治体の給食設備の規模が異なるため、他市との比較は困難である。

実施計画（Ｈ25～Ｈ27）への記載 実施計画（Ｈ26～Ｈ28）における区分

◆この事務事業開始のきっかけとこれまでの事務事業見直しの経緯

③

給食設備等の数
＜この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など＞

➡

手
段

9,812

0

対
象

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

平成15年度の給食センター建替えから９年が経過し、厨房機器及び設備機器の故障が頻繁に起きるようになってきており、今後修繕料の
増大が見込まれる。

昭和49年の学校給食センター開設により実施している。

学校給食センターの給食施設・設備
調理員

安心安全でおいしい学校給食を提供することができる。

意
図

＜この事務事業によって、対象をどのように変えるのか＞

費　目

6,181

700

9,000

財
源
内
訳

予算(決算)額((1)～(4)の合計）

(千円)

(千円)

(1)国・県支出金

(4)負担金補助及び交付金
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魚津市事務事業評価表 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ ⑴　評価結果の総括

●

○

●

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

○ ○ 終了 休止

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 目的見直し

事務事業のやり方改善
学校給食法(昭和29年法律第160号)第4条、第5条 事務の区分

★二次評価　（ 経営戦略会議 ・ 部会 ）

施設・設備の維持管理は適切に実施されている。
今後、大型厨房機器の耐用年数と現状を考慮して、機器の更新計画を作成する必要がある。

不要

二次評価の要否

【公平性の評価】
８．受益機会の適正化の余地（受益の機会が偏っていて不公平でないか）

なし

★一次評価（課長総括評価）

中･長期的
（～５年間）

実
施
予
定
時
期

成果の方向性

維持

維持

平成26年度

施設・設備の日常点検により、不具合箇所の早期発見、早期修理で修繕料の節約に努める。

厨房機器等の現状と耐用年数を踏まえ、更新時期の見通しをたてる。

コストの方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

適切

説
明

なし

対象外

９．受益者負担の適正化の余地（県内他市と比較し、適正な水準か）

説
明

学校給食法により学校給食の運営に要する費用(施設・設備等に要する経費)は設置者負担となっている。

説
明

現在職員２名体制であり、最少人数で運営しているため削減の余地はない。

なし
説
明

施設・設備に修繕必要箇所が目立ってきており、修繕料の増加が避けられない状況にある。長期的な視点で、事業費の
削減が可能か検討する必要がある。

○

○

● 適切

● コスト削減の余地あり

コストと成果の方向性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

年度

○

④ 公平性

【効率性の評価】

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

なし

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

●

⑵　今後の事務事業の方向性

説
明

中位

○

廃止

成果実績

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合その理由と内容を説明、できない理由も説明）

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

説
明

学校給食施設の維持管理業務を適切に行うことで、安心安全でおいしい給食の提供ができている。

○

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

成果向上の余地なし。
ただし、センターを建替えしてから９年が経過し、施設・設備の修繕必要箇所が目立って
きており、今後の維持管理について検討する必要がある。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明、できない理由も説明）※成果指標の計画と実績との比較に基づき記入

自治事務

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入

なし
説
明

１． 基本事業との直結度（事務事業の意図が基本事業の意図にどのくらい直結しているか、その理由も記載）

平成 25

【目的妥当性の評価】

（平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）年度

●

① 目的妥当性 ● ○

適切 ○② 有効性 成果向上の余地あり

適切
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魚津市事務事業評価表 　 【1枚目】

○ ● ○ ○

●

○

○

○

●

0

0

13,850

13,850

0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

学校給食センター運営費の削除のため、平成18年度に直営から民間委託へ変更するとともに、給食配送車を民間に移管した。

昭和49年の学校給食センター開設により実施している。

学校給食

学校給食を決められた時間に確実に配送することにより、安心安全でおいしい給食を提供できる。

意
図

＜この事務事業によって、対象をどのように変えるのか＞

実施計画（Ｈ25～Ｈ27）への記載 実施計画（Ｈ26～Ｈ28）における区分

◆この事務事業開始のきっかけとこれまでの事務事業見直しの経緯

③

給食数
＜この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など＞

対
象

◆県内他市の実施状況 ◆把握している内容又は把握していない理由の記入欄

➡把握している

把握していない

県内の市すべてが委託している。

なし

100 100

100 100

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

＜平成24年度の活動及び見直し内容＞

＜平成25年度の主な活動内容＞

見直し無
小中幼15校への学校給食食器、食缶配送及び回収(民間委託)

200

➡

(2)地方債

(3)その他(使用料・手数料等)

0 0

(千円)

(千円)

(千円)

(4)一般財源

4,400

(1)需用費

(2)委託料

(3)工事請負費

4,4004,400

14,197 14,070 14,070 14,070

予算(決算)額((1)～(4)の合計）

(千円)

(千円)

(1)国・県支出金

4,400

13,850 13,850 13,850

0

0

4,399

0

1 1

(4)負担金補助及び交付金

0

実績

13,850

0

財
源
内
訳

28年度

(時間)

小中幼15校への学校給食食器、食缶配送及び回収(民間委託)

②

活
動
指
標

➡
対
象
指
標

支
出
内
訳

(5)その他

Ａ．予算(決算)額((1)～(5)の合計）

(千円)

220

計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 347 220(千円)

①事務事業に携わる正規職員数

事務事業に係る総費用（A＋B）

4,336

(千円) 0

0

13,850

80 50

220

1 1

（円＠時間)

②事務事業の年間所要時間 50

(千円)

(千円)

1

13,850

(千円)

(千円)

(千円)

0

13,850

50 50 50

13,85013,850

220

14,070

220

1

14,070

➡

手
段

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

学校給食センターで調理した給食及び食缶等を決められた時間に確実に配送、回収を行う。

＜平成24年度における事業見直しの有無＞

0 00 0 0 0

13,850

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0

0

13,850

0

0

0

13,850

0

0

0

① 100 100

0

0

②

③

13,850 13,850 13,850

13,850

13,850

13,850 13,850

13,850

13,850

200

100100

200

203
200 200

734,000 734,000食
748,000 734,000

①

③

②

学校給食配送回数

734,000

①

10．教育費

５．給食センター費

健やかな体を育む教育の推進

(人)

201
回

１　明日を担う人づくり

項

款

１．学校教育の充実５．ソフト事業

611003政策体系上の位置付け部･課･係名等

部 名 等 （教育機関）

政 策 名課 名 等 学校給食センター

係 名 等

一般会計政 策 の 柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２

25 （平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）

コード１ 09040100事 業 コ ー ド 61130004

平成 年度

事 務 事 業 名 学校給食配送事業

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営事業

当面維持 業務分類 給食係

なし

上段・計画：下段・実績 計画

目

基 本 事 業 名

施 策 名 １．教育総務費

橘　美世一 区 分

H28

◆事業概要（どのような事業か）

小中幼15校への学校給食の配送及び回収

実施計画書に記載しない 記 入 者 氏 名

４．市直営

H26

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金

無

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

0 0

13,850

0

電 話 番 号

（参考）人件費単価

0765-24-2720

成
果
指
標

734,000

正確に配送した割合

200

％

734,242 730,296

28年度

学校給食法にて設置者に義務付けられている。

協働可能だが未実施

協働になじまない

◆市民と行政の協働状況

26年度 27年度

◆実施計画への記載予定事業内容

単
位 23年度 24年度 25年度H27

費　目

➡

◆選択した協働状況の内容又は理由の記入欄

協働している
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魚津市事務事業評価表 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ ⑴　評価結果の総括

●

○

●

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

○ ○ 終了 休止

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 目的見直し

事務事業のやり方改善

成果向上の余地あり

適切

●

① 目的妥当性 ● ○

適切 ○② 有効性

１． 基本事業との直結度（事務事業の意図が基本事業の意図にどのくらい直結しているか、その理由も記載）

平成 25

【目的妥当性の評価】

（平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）年度

成果は維持されており、成果向上の余地なし。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明、できない理由も説明）※成果指標の計画と実績との比較に基づき記入

自治事務

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入

なし
説
明

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

説
明

決まられた時刻に確実に配送することにより、安心安全な給食を提供することができる。

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

●

⑵　今後の事務事業の方向性

説
明

中位

○

廃止

成果実績

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合その理由と内容を説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

なし

コスト削減の余地あり

コストと成果の方向性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

年度

○

④ 公平性 ○

○

● 適切

●

説
明

民間委託を実施しており、人件費の削減の余地はない。

なし
説
明

民間委託を実施しており、効率的な運営になっている。

説
明

なし

対象外

９．受益者負担の適正化の余地（県内他市と比較し、適正な水準か）

説
明

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費（配送業務等に要する経費）は、設置者負担となっているため、受益
者負担なし。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

適切

コストの方向性

★一次評価（課長総括評価）

中･長期的
（～５年間）

実
施
予
定
時
期

成果の方向性

維持

維持

平成26年度

なし

なし

配送業者は、安全運転講習会の実施、飲酒検知器での確認など安全運転の徹底を図っている。今後もミーティングまたは報告書等
で安全確認を行う。

不要

二次評価の要否

学校給食法(昭和29年法律第160号)第4条、第5条 事務の区分

★二次評価　（ 経営戦略会議 ・ 部会 ）

【公平性の評価】
８．受益機会の適正化の余地（受益の機会が偏っていて不公平でないか）

なし
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魚津市事務事業評価表 　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

●

○

○

○

●

26年度 27年度

◆実施計画への記載予定事業内容

単
位 23年度 24年度 25年度

➡

◆選択した協働状況の内容又は理由の記入欄

協働している 学校給食法にて設置者に義務付けられている。

協働可能だが未実施

協働になじまない

◆市民と行政の協働状況

28年度

成
果
指
標

15

適正に経理事務がされた割合

198,000

％

16 15

納入業者登録数

無

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

0 0

0

0

電 話 番 号

（参考）人件費単価

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 0765-24-2720

H27

H28

◆事業概要（どのような事業か）

学校給食費の請求、徴収、給食物資の支払などの学校給食会計の経理を行う。

実施計画書に記載しない 記 入 者 氏 名

４．市直営

H26

給食係

なし

上段・計画：下段・実績 計画

目

基 本 事 業 名

施 策 名 該当なし

橘　美世一 区 分

事 務 事 業 名 学校給食会計経理事業

開始年度 平成49年度 終了年度事 業 期 間

予 算 書 の 事 業 名 なし

当面継続 業務分類

25 （平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）

コード１ 09040100事 業 コ ー ド 00000000

平成 年度

予算科目 コード３ 000000000コード２

該当なし政 策 の 柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

５．ソフト事業

611003政策体系上の位置付け部･課･係名等

部 名 等 （教育機関）

政 策 名課 名 等 学校給食センター

係 名 等

１　明日を担う人づくり

項

款

１．学校教育の充実

該当なし

該当なし

健やかな体を育む教育の推進

(人)

業者への年間支払額

195,308

199,610 199,610

195,311

千円

15

①

社
49

196,000

①

③

② 千円

年間給食費

197,000

48

49

15 15

48

校
16

48 48 48 48

15

198,976

196,976
197,000 195,000

195,000 194,000

196,000

100100

0 0 0

0

0

0 0

0

0

0

0

① 100 100

0

0

②

③

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0

00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

各学校ごとの給食費が期日までに納入される。
各業者ごとの請求に基づいて、指定日に支払を行うことができる。

＜平成24年度における事業見直しの有無＞

792

792

792

1

792

0

180 180 180

00

(千円)

(千円)

(千円)

0

180

(千円)

(千円)

1

0

0

0

220 180

792

1 1

（円＠時間) 4,336

(千円) 0

①事務事業に携わる正規職員数

事務事業に係る総費用（A＋B）

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 954 792(千円)

(千円)

792

計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(時間)

各学校ごとの食数を確認後、給食費を請求する。
各業者ごとの給食物資の納入を確認後、請求に基づいて、支払を行う。

②

活
動
指
標

➡
対
象
指
標

支
出
内
訳

(5)その他

Ａ．予算(決算)額((1)～(5)の合計）

②事務事業の年間所要時間

0

実績

0

0

28年度

0

4,400

0 0 0

0

0

4,399

0

1 1

4,400

(1)需用費

(2)委託料

(3)工事請負費

4,4004,400

954 792 792 792

(2)地方債

(3)その他(使用料・手数料等)

0 0

(千円)

(千円)

(千円)

(4)一般財源

＜平成24年度の活動及び見直し内容＞

＜平成25年度の主な活動内容＞

見直し無
各学校ごとの食数を確認後、給食費を請求する。
各業者ごとの給食物資の納入を確認後、請求に基づいて、支払を行う。

199,610

➡ 197,345

なし

100 100

100 100

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

◆県内他市の実施状況 ◆把握している内容又は把握していない理由の記入欄

➡把握している

把握していない

他市の一人当たりの給食費については把握している。

実施計画（Ｈ25～Ｈ27）への記載 実施計画（Ｈ26～Ｈ28）における区分

◆この事務事業開始のきっかけとこれまでの事務事業見直しの経緯

③

給食提供学校数
＜この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など＞

➡

手
段

0

0

対
象

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

食品の安心安全のための質の向上や原油高などによる食材費の値上げは学校給食会計の収支を厳しくしている

昭和49年の学校給食センター開設により実施している。

学校給食費
給食物資代金

安心安全な学校給食を提供することができる。

意
図

＜この事務事業によって、対象をどのように変えるのか＞

費　目

0

0

0

財
源
内
訳

予算(決算)額((1)～(4)の合計）

(千円)

(千円)

(1)国・県支出金

(4)負担金補助及び交付金
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魚津市事務事業評価表 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ ⑴　評価結果の総括

●

○

●

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

○ ○ 終了 休止

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 目的見直し

事務事業のやり方改善
学校給食法(昭和29年法律第160号)第4条、第5条 事務の区分

★二次評価　（ 経営戦略会議 ・ 部会 ）

昨年度において給食費を11年ぶりに改定した。今後も食材費の価格推移を注意深く見守っていく必要がある。

不要

二次評価の要否

【公平性の評価】
８．受益機会の適正化の余地（受益の機会が偏っていて不公平でないか）

なし

★一次評価（課長総括評価）

中･長期的
（～５年間）

実
施
予
定
時
期

成果の方向性

維持

維持

平成26年度

なし

なし

コストの方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

適切

説
明

他市の給食費に比べ、高いということはない。

なし

平均

９．受益者負担の適正化の余地（県内他市と比較し、適正な水準か）

説
明

給食食材費に見合う金額を受益者全体から徴収しているため。

説
明

職員1人で業務を行っているため、削減の余地なし。

なし
説
明

予算措置がないので、削減の余地なし。

○

○

● 適切

● コスト削減の余地あり

コストと成果の方向性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

年度

○

④ 公平性

【効率性の評価】

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

なし

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

●

⑵　今後の事務事業の方向性

説
明

中位

○

廃止

成果実績

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合その理由と内容を説明、できない理由も説明）

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

説
明

適正な経理事務を行うことにより、安心安全な給食の提供に寄与できる。

○

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

成果向上の余地なし。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明、できない理由も説明）※成果指標の計画と実績との比較に基づき記入

自治事務

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入

なし
説
明

１． 基本事業との直結度（事務事業の意図が基本事業の意図にどのくらい直結しているか、その理由も記載）

平成 25

【目的妥当性の評価】

（平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）年度

●

① 目的妥当性 ● ○

適切 ○② 有効性 成果向上の余地あり

適切
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魚津市事務事業評価表 　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

●

○

○

○

●

0

0

0

0

0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

食の安全性や地産地消に関する意識が高まってきている。

平成元年より地場産食材を使用した学校給食を提供することで、児童生徒に食に対する関心を持ってもらうことにした。

地場産食材
納入業者

児童、生徒に郷土の食材と味への関心を高めてもらう。

意
図

＜この事務事業によって、対象をどのように変えるのか＞

実施計画（Ｈ25～Ｈ27）への記載 実施計画（Ｈ26～Ｈ28）における区分

◆この事務事業開始のきっかけとこれまでの事務事業見直しの経緯

③

学校給食への地場産提供日数
＜この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など＞

対
象

◆県内他市の実施状況 ◆把握している内容又は把握していない理由の記入欄

➡把握している

把握していない

県内の他市町の地場産使用率を把握している。

平成23年３月に発生した東京電力福島第一原発事故の放射性物質の拡散汚染により、保護者から安全な地元食材を多く使用することを求
められている。

30 30

25.50 24.20

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

＜平成24年度の活動及び見直し内容＞

＜平成25年度の主な活動内容＞

見直し無
学校給食に地場産食材を使用して提供する。

30,000

➡

(2)地方債

(3)その他(使用料・手数料等)

0 0

(千円)

(千円)

(千円)

(4)一般財源

4,400

(1)需用費

(2)委託料

(3)工事請負費

4,4004,400

867 704 704 704

予算(決算)額((1)～(4)の合計）

(千円)

(千円)

(1)国・県支出金

4,400

0 0 0

0

0

4,399

0

1 1

(4)負担金補助及び交付金

0

実績

0

0

財
源
内
訳

28年度

(時間)

学校給食に地場産食材を使用して提供する。

②

活
動
指
標

➡
対
象
指
標

支
出
内
訳

(5)その他

Ａ．予算(決算)額((1)～(5)の合計）

(千円)

11

704

計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 867 704(千円)

①事務事業に携わる正規職員数

事務事業に係る総費用（A＋B）

4,336

(千円) 0

0

0

200 160

704

1 1

（円＠時間)

②事務事業の年間所要時間 160

(千円)

(千円)

1

0

(千円)

(千円)

(千円)

0

0

160 160 160

00

704

704

704

1

704

➡

手
段

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

地場産食材の使用割合が増加する。

＜平成24年度における事業見直しの有無＞

0 00 0 0 0

0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

① 30 30

0

0

②

③

0 0 0

0

0

0 0

0

0

30,000

3030

11

30,000

22,377
30,000 30,000

11
11 11 11

11

200 200

30

日
200

30 30 30 30

200

納入業者

①

③

②

地場産食材の使用数量

31

30

200

①

団体
11

種類
30

該当なし

該当なし

健やかな体を育む教育の推進

(人)

23,210
㎏

１　明日を担う人づくり

項

款

１．学校教育の充実５．ソフト事業

611003政策体系上の位置付け部･課･係名等

部 名 等 （教育機関）

政 策 名課 名 等 学校給食センター

係 名 等

該当なし政 策 の 柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２

25 （平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）

コード１ 09040100事 業 コ ー ド 00000000

平成 年度

事 務 事 業 名 学校給食ふるさと食材活用事業

開始年度 平成元年 終了年度事 業 期 間

予 算 書 の 事 業 名 なし

当面継続 業務分類 給食係

なし

上段・計画：下段・実績 計画

目

基 本 事 業 名

施 策 名 該当なし

橘　美世一 区 分

H28

◆事業概要（どのような事業か）

学校給食において、地元で採れた安心安全で新鮮な食材を提供する。

実施計画書に記載しない 記 入 者 氏 名

４．市直営

H26

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金

無

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

0 0

0

0

電 話 番 号

（参考）人件費単価

0765-24-2720

成
果
指
標

200

地場産食材の使用割合

30,000

％

201 203

提供食材

28年度

学校給食法にて設置者に義務付けられている。

協働可能だが未実施

協働になじまない

◆市民と行政の協働状況

26年度 27年度

◆実施計画への記載予定事業内容

単
位 23年度 24年度 25年度H27

費　目

➡

◆選択した協働状況の内容又は理由の記入欄

協働している
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魚津市事務事業評価表 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ ⑴　評価結果の総括

●

○

○

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

○ ○ 終了 休止

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 目的見直し

事務事業のやり方改善

成果向上の余地あり

適切

●

① 目的妥当性 ● ○

適切 ○② 有効性

１． 基本事業との直結度（事務事業の意図が基本事業の意図にどのくらい直結しているか、その理由も記載）

平成 25

【目的妥当性の評価】

（平成 24 年度実績　兼　平成 25 年度以降に係る計画）年度

学校給食で使用している地場産食材は、ほぼ限度に近い量を使用している。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明、できない理由も説明）※成果指標の計画と実績との比較に基づき記入

自治事務

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入

なし
説
明

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

説
明

学校給食に地場産食材を多く取り入れることで、安全でおいしい郷土の食べ物に対する関心を高めてもらうことが
できる。

●

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

●

⑵　今後の事務事業の方向性

説
明

中位

○

廃止

成果実績

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合その理由と内容を説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

現在、市農林水産課で実施している[元気とふれあいの学校給食作り事業]と連携している。他に効果が高まる可能性が
ある事務事業はない。

なし

コスト削減の余地あり

コストと成果の方向性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

年度

○

④ 公平性 ○

○

● 適切

●

説
明

職員1人で業務を行っているため、削減の余地なし。

なし
説
明

予算措置がないので、事業費の削減の余地はなし。

説
明

なし

対象外

９．受益者負担の適正化の余地（県内他市と比較し、適正な水準か）

説
明

納入に際し、市内の多くの生産者団体が参加がされているため公平である。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

適切

コストの方向性

★一次評価（課長総括評価）

中･長期的
（～５年間）

実
施
予
定
時
期

成果の方向性

維持

維持

平成26年度

冬場における地場産食材の確保が困難であるため、今後どのように確保するか検討する必要
がある。

より一層の地場産食材の生産と消費拡大策の検討が必要である。

地場産グループの協力により、地場産食材の使用数量が確実に伸びている。今後もさらに伸ばすために創意工夫に努める必要があ
る。

不要

二次評価の要否

事務の区分

★二次評価　（ 経営戦略会議 ・ 部会 ）

【公平性の評価】
８．受益機会の適正化の余地（受益の機会が偏っていて不公平でないか）

なし
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